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概 要

高齢化に伴う医療・介護の給付費増大

2020年度までは、負担増を回避。給付抑制策
を推進予定 → 医療介護情報の活用

• 地域医療構想の策定

• 医療費適正化計画の前倒し改定

• 介護保険での地域支援事業への移行

2020年代に負担増は不可避。

• 増税、保険料増、自己負担増の選択肢
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社会保障給付の見通し

出典：厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定につ
いて（平成２４年３月）」
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≪≫内は名目GDP、 （）内は対GDP比



社会保障に係る費用の将来推計

2012 2015 2020 2025
医療給付費 35.1兆円 39.5兆円 46.9兆円 54.0兆円

対GDP比 7.3％ 7.8％ 8.4％ 8.9％

国民健康保険
(2012年度賃金換算) 月額 7600円 8100円 8800円 9300円

協会けんぽ 保険料率 10.0％ 10.8％ 10.9％ 11.1％

組合健保 保険料率 8.5％ 9.2％ 9.2％ 9.4％

後期高齢者医療
(2012年度賃金換算) 月額 5400円 5800円 6200円 6500円
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出典：厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成２４年３月）」

（医療）



社会保障に係る費用の将来推計

2012 2015 2020 2025
介護給付費 8.4兆円 10.5兆円 14.9兆円 19.8兆円

対GDP比 1.8％ 2.1％ 2.7％ 3.2％

第１号被保険者保険料
(2012年度賃金換算) 月額 5000円 5700円 6900円 8200円

第２号被保険者保険料
(2012年度賃金換算) 月額 2300円 2700円 3300円 3900円

協会けんぽ 保険料率 1.55％ 1.8％ 2.3％ 3.1％

組合健保 保険料率 1.3％ 1.5％ 1.9％ 2.5％
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出典：厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成２４年３月）」

（介護）
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出典：財政制度等審議会財政制度分科会起草検討委員提出資料
「我が国の財政に関する長期推計（改訂版）」（平成27年10月9日）

「年齢関係支出」の推移



地域医療構想における将来推計

• 医療情報の活用

– DPCデータ(Diagnosis Procedure Combination：
診断群分類包括評価)

– NDB（レセプトデータ）

• 病床機能（医療機能）の分類を実態に即して精
緻化 ← 病床機能報告制度と整合的に

• 人口変動を踏まえ、年齢階級別病床機能別受
療率の推計（効率化効果を含む）＝患者数の
推計、必要病床数の推計

→ 各都道府県で将来推計を実施
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地域医療構想策定に向けた議論の場

内閣官房社会保障制度改革推進本部

• 医療・介護情報の活用による改革の推進に関
する調査会

• 医療・介護情報の分析・検討ワーキンググルー
プ

厚生労働省医政局

• 地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討
会

社会保障審議会医療部会・・・
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地域医療構想の策定

２０２５年の医療需要

推計するための基礎

• 社会保障改革に関する集中検討会議「社会保
障に係る費用の将来試算：医療・介護に係る長
期推計」（2011年6月）

地域医療構想における医療需要の推計

• 「医療・介護に係る長期推計」を精緻化

© Takero Doi. 10



「医療・介護に係る長期推計」

• 医療機能の分類

入院（高度急性期、一般急性期、亜急性期、長期療
養、精神病床、結核・感染症病床）、外来（病院系、
一般診療所系、歯科）

• 性別年齢階級別医療機能別受療率の推計

厚生労働省「患者調査」

→ 性別年齢階級別医療機能別患者数の推計

• 医療機能別医療費（国民医療費ベース）の推計

• 医療機能別単価の推計
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「医療・介護に係る長期推計」

• 医療（病床）機能別「必要」病床数

高度急性期、一般急性期、亜急性期、長期療
養、精神病床、結核・感染症病床

← 推計患者数と仮定した平均在院日数から、１
日当たり患者数を推計し、仮定した病床利用
率をかけて推計

• ただし、一般病床の患者数について、高度急性
期：一般急性期：亜急性期（回復期）＝２：５：３と
仮定
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１人当たり医療費の地域差
(市町村国民健康保険＋後期高齢者医療)
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資料：厚生労働省保健局「平成24年医療費の地域差分析」

出典：内閣官房社会保障制度改革推進本部第２回医療・介護情報
の活用による改革の推進に関する専門調査会配付資料
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１人当たり医療費（年齢構成補正後）
(市町村国民健康保険＋後期高齢者医療)

資料：厚生労働省保健局「平成24年医療費の地域差分析」

出典：内閣官房社会保障制度改革推進本部第２回医療・介護情報
の活用による改革の推進に関する専門調査会配付資料



出典：社会保障制度改革推進本部医療・介護情報の活用による改革の推進に関
する専門調査会第５回会合配付資料「必要病床数等の推計結果について」 15

療養病床の都道府県別入院受療率

（2013年）



地域差をどう考えるか

• データ等に基づき客観的に求められた、地域毎
のあるべき医療・介護提供体制を模索

ベストプラクティスの実践

• 例えば入院受療率などについて、地域差の分
析を踏まえて認められる不合理な差異をさらに
解消

地域差の分析のためにも、診療、介護サービス
の標準化が不可欠
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医療機能の分化・連携に関する取組

病床機能報告制度（2014年度から運用開始）

• 病棟単位で医療機能を都道府県に報告

（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）

地域医療構想の策定（2015年度～）

• 地域の医療需要の将来推計や病床機能報告制度等に
よって得た情報を活用し、二次医療圏等ごとに、各医
療機能の必要量などを含む地域の医療提供体制の将
来（2025年度）目指すべき姿を示す

医療機関による自主的な機能分化・連携の推進

• 診療報酬と新たな財政支援の仕組みによる支援
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病床機能報告制度

医療機能の名称 医療機能の内容

高度急性期機能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
診療密度が特に高い医療を提供する機能

急性期機能 ○急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、
医療を提供する機能

回復期機能 ○急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医
療やリハビリテーションを提供する機能

○特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部
骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目
的としたリハビリテーションを集中的に提供する機能
（回復期リハビリテーション機能）

慢性期機能 ○長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能
○長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の
意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者又は難
病患者等を入院させる機能
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医療機能の名称及び内容



地域医療構想のイメージ

出典：財政制度等審議会財政制度分科会2014年10月８日会合配
付資料に基づき一部改編
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地域差の分析・反
映を踏まえた全国
標準的な「目指す
べき医療提供体制」

あるべき病床数
等を踏まえた
医療提供体制

現在の医療提供体制（2012年）
７対１病院が過剰
⇒ 看護師不足（取り合い）
⇒ 慢性期、リハビリ等の受皿病院が不足
⇒ 高コスト



地域医療構想の内容

１．２０２５年の医療需要

入院・外来別・疾患別患者数等

２．２０２５年に目指すべき医療提供体制

二次医療圏等（在宅医療・地域包括ケアについては
市町村）ごとの医療機能別の必要量

３．目指すべき医療提供体制を実現するための
施策

例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設
備、医療従事者の確保・養成等

※ なお、地域医療構想の内容については、病床機能報告制度により報告された情報を分析して、各医療機能の

客観的な定義が検討されるようになることと併せて、将来的に見直すとともに、各項目がより精緻に定められてい
くようになると考えられる。
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地域医療構想策定ガイドライン

２０２５年の医療需要

推計するための基礎

• 医療情報の活用

– DPCデータ

– NDB（National Database：レセプトデータ）

• 病床機能の定義の精緻化

• 構想区域ごとに
2025年の医療需要＝2013年度性年齢階級別
の入院受療率×2025年の性年齢階級別人口
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患者を、DPC ごとに、入院初日を始点として揃え、１日当たりの医療資源投

入量の中央値を（入院期間の平均ではなく、入院１日ごとに計算）を入院経
過日数順に並べる

出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会「DPCデ
ータの分析による医療資源投入量の推移及び各医療機能との関係について」 22

入院患者の医療資源投入量の分析
入院中患者の割合(％)



出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会
「医療資源投入量の推移・各医療機能に該当する患者数の推移（DPC別）」
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DPCデータの分析例
040080x099 肺炎、急性気管支炎、急性細気管支炎（15歳以上） 手術なし

手術・処置等２ なし

医療資源投入量

当該患者数



出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討
会「2025 年の医療需要と各医療機能の必要量の推計方法」 24

地域医療構想の策定プロセス（１）



出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会「
2025 年の医療需要と各医療機能の必要量の推計方法」を一部改編 25

病床の機能別分類の境界点の考え方

C1

C2

C3

慢性期で
はない！

3000点

600点

225点
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非DPC病院レセプトデータをDPCに変換

出典：内閣官房社会保障制度改革推進本部第２回
医療・介護情報の活用による改革の推進に関する
専門調査会「医療・介護情報の分析・検討ワーキン
ググループにおける検討状況等について」
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慢性期機能および在宅医療等※の
需要の将来推計の考え方について

 療養病床の入院患者については、医療資源投入量とは別に、以下の考え方で慢性期機能及
び在宅医療等の医療需要を推計

• 医療区分Ⅰの患者の70％（「医療区分」患者状態調査に基づく）は、将来時点で在宅医療等
の医療需要とする

• その他の入院患者について、入院受療率の地域差を解消することを前提に、将来時点の在宅
医療等の医療需要を計算する

• 療養病床で回復期リハビリテーション病棟入院料を算定している患者は、回復期の医療需要
とする

※ 居宅、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
その他、医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、医療提供施設以
外の場所における医療をさす

慢性期機能 在宅医療等※
回復期
機能
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障害者・
難病患者 療養病床の入院患者

一般病床で
C3基準未満

の患者

現時点で
在宅医療を
受けている

患者
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地域の実情に応じた慢性期及び在宅医療等
の需要推計の考え方

 慢性期の医療需要については、現在では療養病床で入院している状態の患者のうち一定数
は、２０２５年には、在宅医療等で対応するものとして推計

 療養病床については、現在、診療報酬が包括算定であるので、行われた診療行為が分からず、
医療資源投入量に基づく分析ができない。また、地域によって、療養病床数や在宅医療の充
実、介護施設の整備状況等は異なっている

 よって、医療資源投入量とは別に、地域ごとに、療養病床の患者を、どの程度、慢性期機能の
病床で対応するか、あるいは在宅医療・介護施設等で対応するかについて目標を定め、これ
を慢性期病床の入院受療率に換算して数値化することとして、患者数を推計

出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関する検
討会「2025 年の医療需要と各医療機能の必要量の推計方法」



出典：厚生労働省医政局地域医療構想策定ガイドライン等に関す
る検討会「2025 年の医療需要と各医療機能の必要量の推計方法」
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２０２５年の医療需要及び各医療機能の
必要量の推計の基本的考え方

推計に当たり、できる限り、患者の状態や診療実態を勘
案できるよう、DPCデータだけでなくNDBのレセプトデー
タも用いてを分析

構想区域間（県内、県外とも）の患者の流出入を明示的
に考慮する
医療需要に基づき、必要病床数を推計



2025年の医療機能別必要病床数の推計結果
（全国ベースの積上げ）
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2025年の医療機能別必要病床数の推計結果
（都道府県別・医療機関所在地ベース）
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出典：社会保障制度改革推進本部医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会第５回会合配付資料「必要病床数等の推計結果について」



エビデンスに基づいた医療・介護

• 医療・介護情報の活用推進

内閣官房社会保障制度改革推進本部

医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専
門調査会

• 地域医療構想策定に際して、レセプトデータを
活用

• 介護では・・・ 活用はこれから

特に、重度化予防のエビデンスは不十分
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医療介護情報の活用

出典：厚生労働省「医療・介護情報の活用」内閣官房社会保障制
度改革推進本部第２回医療・介護情報の活用による改革の推進
に関する専門調査会配付資料 33

国保データベース（KDB）
システム

※1： 歯科情報除く

※2： 受給について

は、特定疾病による
場合に限定

※3： 65歳以上74歳以下
で一定の障害がある者



国保データベース（KDB）システムの主な対象データ

34

出典：厚生労働省「医療・介護情報の活用」内閣官房社会保障制度
改革推進本部第２回医療・介護情報の活用による改革の推進に関
する専門調査会配付資料



保健・医療・介護関連システムの役割分担・連携強化

35出典：社会保障制度改革推進本部医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会医療・介護情報の
分析・検討ワーキンググループ第12回会合配付資料
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資料：介護保険事業状況報告年報（平成25年度）

出典：内閣官房社会保障制度改革推進本部医療・介護情報の活用による改革の推進に関
する専門調査会医療・介護情報の分析・検討ワーキンググループ第12回会合配付資料

第１号被保険者１人当たり介護給付費
(平成25年度給付費累計÷平成25年度末第１号被保険者数)



医療・介護提供体制の見直しに係る今後のスケジュール

37出典：厚生労働省資料の一部改編
構想区域で二次医療圏の改編
を試行し第７次医療計画に反映



残された課題：医療と介護の連携と外来改革

• 近い将来、全国規模のレセプトデータ（NDB）が
研究でさらに利用可能に(?)

• 今回の地域医療構想策定時のレセプト分析・医
療需要推計は入院医療中心。外来は従来の簡
素な推計方法による

• 医療・介護横断的な分析が必要（慢性期患者
の受け皿整備）

• DPCデータとNDBデータの接合により、診療の
標準化も
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残された課題：負担増の在り方

• 2020年度までは、消費税率10％超は凍結

• 保険料負担、自己負担は増加傾向に

• しかし、保険料負担、自己負担の在り方に根本
的な問題

• 後期高齢者医療制度における保険料財源の
割合は現行１割。４割を74歳以下の後期高齢
者支援金に依存。
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自己負担増の案

• 医療：「現役並み所得者」の定義の改訂、適用
拡大

医療では「課税所得」、介護では「合計所得金額」

• 「かかりつけ医」以外の外来の受診時定額負担

紹介状なし大病院の受診は定額負担導入

• 介護：２割負担とする一定以上所得者の拡大

65～74歳を（低所得者除く）原則２割負担

• 補足給付の資産勘案
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「現役並み所得者」の閾値

課税所得が１４５万円となる収入例

41
出典：社会保障審議会介護保険部会第49回会合配付資料(2013年9月25日)




